
事業名 水素社会を目指したコミュニティ向け低炭素型交通システム構築に係る実証事業

受託者 山梨交通株式会社

●実証フィールド
・山梨県甲府市、南アルプス市

●実証運行路線の概要：
・都市内（甲府市内）路線（H24年度）
　　武田路線　：片道7.1km、平均斜度2.3％
・都市間（甲府市～南アルプス市）路線（H25年度）
　　南アルプス路線　：片道20.7km、平均斜度0.1％

●水素燃料バスの路線バスへの導入による効果検証
・鉄道やバスなど公共交通機関が十分に整っていない地域で、住民の通勤・通学等の手段である自家用車か
らバス利用へ転換を図り、低炭素な地域づくりを推進する取組において、次世代自動車の水素燃料バスと、燃
料供給設備の水素ステーションを利用した低炭素型交通システムについて、路線バスにおける通年運行によ
る実証事業を行い、二酸化炭素削減効果や事業性・採算性並びに他の地域への波及性等についての検証す
る。

実証内容 対象技術・
システムの
特徴

●水素燃料バス
・既存バスの日野リエッセをベースに、ディーゼルエンジンおよび水素燃料タンク等の改造を行ない、水素を直
接燃焼して走行する。
・同タイプの車両は、東京都市大学が2009年４月に日野自動車の協力を得て開発しており、現在も同大学で
送迎等に使用されている。
・水素バスの窒素酸化物排出量は、従来のディーゼルエンジンに比べて約90分の1程度にまで抑えられてお
り、またCO2の排出はゼロである。レアメタルを使用する燃料電池自動車に対し、従来のエンジンを改良する
だけでよいため、製造コストの点で大きな利点がある。
・改造後の最大出力は105kW/3,000rpm、最大トルクは333Ｎm/2,000rpmとなり、ベース車両に比べると最大ト
ルクは４割程度低下している。

●水素ステーション
・水素燃料の充填は、山梨県と岩谷産業株式会社が、新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯ）
の「地域水素供給インフラ技術・社会実証/地域実証」事業で設置した水素ステーションを使用した。
・使用した水素ステーションは、移動式水素供給設備のため、任意の場所での水素供給が可能であるが、通
常は釜無工業団地に立地する岩谷瓦斯甲府工場に配備されている。

実施場所・周辺環境等

事業の目的

使用した水素ステーション（移動式） 水素燃料バスと水素充填の様子

形式 移動式水素供給設備（高圧水素） 

水素源 オフサイト水素（水素カードル） 

圧縮設備 油圧ブースター4.5kg/h（50Nm³/h） 

蓄ガス設備 
205L（35MPa）×3本：C-FRP製 
200L（40MPa）×4本：Cr-Mo鋼製 
48.0kg（535Nm³）：3バンク方式での充てん 

充填能力 35MPaにて、乗用車3台に連続充てん可能 

主要構成機器 C-FRP容器、圧縮機、蓄圧器、ディスペンサー 

 

水素ステーションの仕様



● 水素燃料バスの運転走行と検証に必要なデータの収集
・既存の２つのバス路線で水素燃料バスの運転走行を行い、走行距離、走行環境（気象条件、乗車人数、道
路勾配等）、燃料消費量等のデータを収集した。

●二酸化炭素排出量削減効果並びに事業性等の検証に必要なデータ収集
・選定したバス路線において、既存バス（ディーゼルバス及び天然ガスバス）で走行した場合の燃料使用量や
乗降客数を２回程度調査しデータを収集し、二酸化炭素排出量の算出並びに事業性等の評価に適した形式
に整理するとともに解析を行った。
・水素燃料バスの乗降客への満足度等（乗り心地、騒音、排気臭、乗車前後のイメージの変化、水素燃料に対
するイメージ、次世代自動車への乗車体験の有無など）を２回程度調査し、解析を行った。

事業実施体
制・役割分
担

●事業主体：山梨交通株式会社・・・水素燃料バスの運用、データ収集・解析、効果検証
●分担機関：岩谷産業株式会社・・・水素ステーションの運用、データ収集

●水素燃料バスの導入コスト
・水素燃料バスの車両製造に係るコストは、ベース車両（1,047万円）の約５倍。さらに、水素ステーション整備
の併設が利用条件となるため、導入のハードルは高い。
・コストの内訳をみると、水素タンクの材料費が1/4以上を占め最大となっている。
・検査費用、陸送費用の負担も大きく、また、１点もののため、人件費のコスト負担も大きい。
・今後、大量生産が可能となった場合、水素燃料バスの製造コストは、現状の49,000千円から37,000千円へ引
き下げることが期待される（水素タンクのコストを1/2に低減、改造にかかる人件費を３割低減）。

●水素燃料バスの維持管理コスト
・水素燃料バスの維持管理コストのうち、一般車両と比較し追加で必要となるのが、臨時修理と車検時の専用
部品の交換費用である。
・臨時修理では、点火系の「スパークプラグ交換」の頻度が高いことが特徴である。
・今後、大量生産が可能となった場合、信頼性が向上し最低限の部品交換で済むものと思われる。
・90万円程度かかる水素タンクの気密検査は、高圧ガス関連の規制緩和により軽微な費用負担になる想定。
・以上より、維持管理コストは、現状の2,798千円から667千円へ引き下げることが期待される。

●水素燃料のコスト
・本事業における水素燃料コストは、移動式のステーションによる実証事業のため、充填の対象車両が大幅に
少ないことから、１N㎥あたりの単価は約1,370円となった（JHFCが2015年において目標とする80円/ N㎥の約
17倍。）。
・国では、国内自動車メーカーおよびガス等エネルギー会社計13社による共同声明（2011年１月発表）を受
け、100ヶ所程度の水素ステーションの先行整備に取り組んでいる。先行整備は2015年内を目標とし、ピーク
時間当たりの利用台数を20台以上確保、燃料供給コストを80円/ N㎥程度とする商用水素ステーションを目指
している。
・地域の取組みとして、川崎市と千代田化工建設（株）の水素エネルギーフロンティア構想がある。水素の輸
入・供給基地を建設し、輸入した水素を使う商用水素発電所を建設し、年間２億/N㎥(1.8億t）の水素を輸入す
る計画である。事業化により、水素燃料コストを60円/N㎥で供給できるとしている。
・水素ステーションの普及拡大に向けた規制の見直し（液化水素のスタンド基準の整備、水素スタンドに使用
可能な材料の拡大、燃料電池自動車の車両と圧縮水素自動車燃料装置用容器に係る法規制のパッケージ
化、試験車両に搭載する圧縮水素自動車燃料装置用容器の検査制度の見直し等）が進展している。

実証方法

実証から分かったこと
（事業実施の際の留意
点・今後の課題等）

実証から分かったこと
（事業実施の際の留意
点・今後の課題等）

水素燃料バスの運行概要

（H25.3～H26.2)

 運行 水素充填 平均燃費 

日数 
時間数 

（時：分） 

走行距離 

（km） 
回数 

量 

（kg） 
（km/kg） 

３月 10 30:37 680.0 10 45.158 15.06 

４月 22 82:31 1,650.0 22 99.201 16.60 

５月 20 78:00 1,501.0 20 92.675 16.20 

６月 23 93:38 1,757.0 23 107.718 16.30 

７月 14 52:43 1,082.8 14 70.326 15.40 

８月 12 43:26 900.0 12 61.573 14.62 

９月 12 37:14 857.8 12 57.800 14.84 

10月 13 43:26 975.0 13 57.587 16.93 

11月 12 43:26 900.0 12 50.387 17.86 

12月 9 31:38 600.0 8 34.703 17.29 

１月 7 21:20 482.8 7 29.658 16.28 

２月 7 23:36 525.0 7 29.963 17.52 

計 161 581:35 11,911.4 160 736.749 16.24 

 



事業の成果 二酸化炭素
削減効果

●二酸化炭素排出量の削減量

事業性・採
算性

●事業性・採算性
　・ケース１：現状データ
　・ケース２：2015年頃の普及初期
　・ケース３：川崎のプロジェクトがスタートする水素普及時
・各ケースの大きな違いは、水素燃料コストである。普及時で想定した80円/N㎥で供給した場合、車両の初期
投資額は約４年で回収可能と試算される。
・山梨交通が保有する現状の路線バスは、10年～15年程度の耐用年数であるため、水素燃料バスを10年使
用すると仮定した場合、下記で想定した運賃は、200円から100円程度に引き下げても投資回収が可能と考え
られる。

費用対効果 ●二酸化炭素削減量１ｔあたりのコスト[円/ｔ-CO2］
（いずれも対象はディーゼルバス代替とする）

　・武田路線：　１ｔあたり376.9千円
　・南アルプス路線：１ｔあたり597.5千円

＜算出式＞　設備導入費用（49,000千円）/耐用年数（20年）/年間のCO2削減量（X）
　　　　　　　　　年間削減量　武田路線（6.5ｔ-CO2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　南アルプス路線（4.1ｔ-CO2）

副次的効果 波及効果 ●視察・報道等の状況
・視察受け入れ実績：１４名（うち２名は環境省環境計画課）
・報道実績：新聞　６件、ニュース報道３件
　　　　　　　 その他（小学生新聞、バス専門誌、自社HP） ３件

●波及の見込み
・路線バス事業者へのアンケートからは、５件の利用意向が把握された。
　　　利用したい　　２件
　　　条件つきで利用したい　　３件（条件：走行可能距離、車両コスト、燃料コスト）
・2027年までに東京－名古屋の開通が予定されるリニア新駅と甲府駅とのBRTによるアクセス路線（片道約
8km）で、１日22運行が可能であり、水素社会を先がける新交通システムとしてPR効果が期待できる。

（千円）

ケース１（現状） ケース２（普及初期） ケース３（普及時）

イニシャル 車両 49,000 49,000 37,000

補助 ▲ 29,000 ▲ 29,000 ▲ 17,000

小計 （A) 20,000 20,000 20,000

ランニング 人件費 5,000 5,000 5,000

維持管理 2,799 2,799 677

燃料費 59,558 5,227 3,485

水素単価（＠Nm3） 1,370 120 80

一般管理費 2,000 2,000 2,000

小計 （B) 69,357 15,026 11,162

収入 運賃 （C) 15,840 15,840 15,840

投資回収年数 （A)/（C-B) － 24.6年 4.3年

○車両コスト 現状 49,000千円 （普及時 37,000千円） ※ディーゼル車両 約20,000千円

○バス維持管理コスト 現状 2,799千円（うち水素タンク検査 930千円） （普及時 677千円）

○水素燃料コスト 現状 1,370円/Nm3 （普及時 80円/Nm3 ）
○水素燃料バスの燃料コスト 現状 940円/km （普及時 55円/km ）

※ディーゼル車の燃料コスト 36円/km （139円/Lとする）

○一般管理費 人件費の40％

○収入 １運行の平均運賃200円として１日22運行を360日（平均乗車10人）

水素燃料バスの利用に係る事業性・採算性



地域づくり
への貢献性

●水素利用に対する県民の理解とイメージの向上
・水素燃料バスの乗客を対象に実施したアンケート調査では、「水素のイメージは、安全なエネルギー」との回
答が半数を超え、昨年度のアンケート結果に比べ約20％増加しており、本事業の取組みにより水素のイメージ
が向上したと思われる。

●水素バレー構想の推進による地域活性化
・山梨県は、燃料電池ラボの全国拠点となっている山梨大学と連携し、横内知事が提唱する「水素バレー構
想」の実現に向けての取り組みが進められており、本事業の取組み成果もあり、2015年頃には山梨県内で水
素ステーションの運用が開始される見込みである。
・また、水素を燃料とする燃料電池関連産業の振興や、山梨大学を中心とした国際的な人的交流に発展する
ことが期待される。

特になしその他の効果

水素燃料バスのイメージ（乗降客アンケート）


	5.水素バス

